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実践的ソフトウェア開発実習によるソフトウェア工学教育

松 浦 佐 江 子†

Javaや UMLをはじめとするオブジェクト指向によるソフトウェア開発技術は多くの IT企業から
注目され，ソフトウェア開発技術者の育成が大学に求められている．産業界の求めるソフトウェア開
発技術者を育成するためには，講義や簡単な演習のみではなく，ソフトウェア工学の知識を活用して
様々な場面における問題解決能力を養うための実践的なソフトウェア開発を経験する必要がある．こ
のような PBL（Project Based Learning）は学生が講義で得た知識を活用しながら主体的に問題解
決を行う力を養う効果があることから，近年注目されている．しかし，大学学部教育において実践的な
ソフトウェア工学教育を行うためには，前提知識となる科目の教育，適切な課題設定，評価方法も含
めた学生自身が遂行可能な授業設計とその支援環境の構築といった問題を解決する必要がある．我々
は 2002年度より，学部 3 年生を対象に後期の授業として，オブジェクト指向開発を用いたグループ
ワークによるソフトウェア開発実習を実施している．本実習は半期をかけてある程度複雑なシステム
を 8 人から 10 人程度のグループで開発するソフトウェア開発の全工程を体験する PBL である．本
稿では，我々の実践的なソフトウェア工学教育を行ううえでの問題に対する取り組みを紹介し，5 年
間の適用結果に基づいてその有効性について議論する．

Software Engineering Education Based on
Practical Software Development Experiments

Saeko Matsuura†

Software development technology, especially both Java and UML started to attract wide in-
terest of many IT companies. Moreover, it has been widely acknowledged that classes designed
by utilizing PBL (Project-Based Learning) are effective in enhancing the problem-solving
ability of university students. In PBL-based classes, students try to apply their knowledge to
solve the problems by themselves; therefore, such classes are effective in improving problem-
solving and communication abilities of students in software development. To conduct practical
software engineering experiments, a plan of the experiment needs to be devised on four per-
spectives (education of prerequisite knowledge, selection of appropriate topics, a class design
including assessment methods for grading students and computer supported environments).
Since 2002, we have been planning and conducting group-work-based software development
experiments as an approach to PBL. The aim of this class is to master software development
and project management technologies based on Object Oriented Development. With a group
of 8 or 10 students, a moderately complicated software system can be developed over half
a semester. This experiment aims at educating undergraduate students to develop the faculty
to become able software engineers. This paper describes the design of our practical software
engineering education based on the experiment.

1. は じ め に

ソフトウェア開発技術者の育成は大学に課せられた

大きな義務である．経済産業省が策定している ITス

キル標準や組み込みスキル標準等産業界から人材に要

求されるスキルを獲得するための教育プログラムを展

開する必要がある．我々は 2002年度より，学部 3年

生を対象に後期の授業として，グループワークによる

† 芝浦工業大学
Shibaura Institute of Technologies

ソフトウェア開発実習を実施している1),2)．本授業は

オブジェクト指向開発に基づきソフトウェア開発技術

とプロジェクト・マネージメント技術を学習すること

を目的とし，グループで半期をかけて要求分析から実

装・テストまでのソフトウェア開発の全工程を体験す

る PBL（Project Based Learning）である．本稿で

は，実践的なソフトウェア開発実習を実施するうえで

の問題点を議論し，我々の設計した実習の内容および

その実施結果について報告する．2章では大学学部教

育においてソフトウェア工学教育のための実践的なソ

フトウェア開発実習を行ううえでの問題点を議論する．
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3章では本実習の目標を説明し，目標達成の要因をプ

ロジェクトの課題・プロセス・メンバの観点から設定

する．4章では本実習の授業設計をこれらの観点から

議論し，過去 5年間の改善の状況を説明する．5章で

は目標に照らして，本実習の有効性および教育効果に

ついて議論する．

2. ソフトウェア工学教育の問題点

ソフトウェア開発はグループで実施されるプロジェ

クトである．近年，大学教育においてもプロジェクト

ベースの教育の必要性が認識され，様々な授業が実施

されている3)～5),12)～15)．特に文献 3)，12)，14)の研

究では複雑な課題に対し，講義で得た知識を活用して

ソフトウェア開発の全工程を経験し，グループワーク

の問題点とそれに対する取り組みを体験できることが

こうした実践的ソフトウェア工学教育の効果であると

述べている．

我々も産業界が求めるソフトウェア開発技術者の育

成には，実践的な演習を通してソフトウェア工学知識

を修得する必要があると考え，2002年度より実習を

実施している．確かに体験することの意義は大きいが，

開発されたソフトウェアは要求を満たすものか，体験

により講義で学んだソフトウェア開発に関する知識が

深まったか，一部の学生が作業をするのではなく，す

べての学生が高いモチベーションで課題に取り組んだ

かという点がソフトウェア開発技術者を育成するうえ

では重要であると考える．これらの事項に対して良好

な結果を残せるかは，学生の前提知識の教育カリキュ

ラム・履修学生数・時間と教育時期・指導者の構成・

支援ツールの有無といった条件に依存する．

すなわち，大学の学部教育において実践的なソフト

ウェア開発実習を実施するためには次のような問題を

ふまえて実習授業の設計を行う必要がある．

( 1 ) 学部 3 年後期までにある程度の規模のソフト

ウェア開発を行える前提知識を効率良く教授する必

要がある．

( 2 ) 学生が自ら課題を設定する場合，面白いが実現

が困難であるか，非常に簡単な課題設定になる場合

が多く，失敗あるいは達成感の少ないことがある．

開発対象の社会的な有益性が感じられ，かつ実現可

能な，ある程度複雑な課題を用意する必要がある．

( 3 ) プロジェクトベースの教育は学生が講義で得た

知識を活用しながら主体的に問題解決を行う力を養

う効果があるが，グループで行動するため，授業と

しての個人評価が難しくなっている．そこで，学生

の個々の作業理解や作業への参加意欲，貢献度を判

断できる材料を教員が持つことを可能とする授業設

計が必要となる．

( 4 ) 履修学生の人数に依存するが，大学の授業であ

ることから履修学生の人数は 50から 100人程度と

なる．複数のグループを対象とするため，グループ

ごとにその作業および活動を支援する支援ツール

および教員と TA（Teaching Assistant）によるサ

ポート体制を十分準備する必要がある．

3. ソフトウェア開発実習の目標

本章では我々のソフトウェア工学教育の目標と目標

達成のためのソフトウェア開発実習における要因につ

いて議論する．

3.1 ソフトウェア工学教育の目標

ソフトウェア開発の最終的な目標は要求を満たすソ

フトウェアを完成する，すなわち高品質な「プロダク

ト」を作成することであるが，この目標を達成するに

はいつ，何をどのように行えばよいかという完成まで

の「プロセス」を工夫し，「グループメンバ（人）」が

どのように協力して効率良く作業を行えるのかを考え

ながら，「プロジェクト（= 実習）」を進めることが

重要である．我々はソフトウェア開発実習プロジェク

トをプロダクト（成果物），プロセス（実行の仕方），

グループメンバ（実行する人）のコラボレーションの

3つの要素で構成されるととらえている．ソフトウェ

アの品質に関しては ISO/IEC9126：ソフトウェア品

質特性 6項目（副品質特性が 21項目）が定められて

いる．本学科におけるソフトウェア工学教育ではこれ

らの品質特性のうち，次の 3つの観点から高品質なプ

ロダクトを開発する能力を育成することを目標として

いる．

– ユーザの明示的および暗示的な必要性を満たす一

連の機能を実現しているかを示す「機能性」（特

に，明示された仕事に対する機能が適切であるか

を示す「合目的性」と正しい結果および効果をも

たらすことを示す「正確性」）

– ユーザがソフトウェアを使用するのに必要な労力

や使用結果，使い勝手に関する「使用性」

– ソフトウェアに対して明示された改訂を行うため

に必要な労力に関する「保守性」

また，近年，エンタープライズ系だけでなく，組み

込み系のシステム開発にもオブジェクト指向開発への

期待が高まっている．本ソフトウェア開発実習におい

てもオブジェクト指向による開発技術の習得を目標と

する．特にオブジェクト指向の特性である上流工程か

ら下流工程までの機能要求のトレーサビリティ16) に
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表 1 目標達成の要因
Table 1 Factors for the goal.

着目し，指導を行う．

3.2 目標達成の要因

ソフトウェア開発実習では，前述のソフトウェア工

学教育の目標に従い，下記の 2つの項目をプロジェク

ト目標とする．

A) プロダクトの品質（機能性・使用性・保守性）の

作り込み

B) 履修者の知識（開発技術 + コミュニケーション

能力）の向上

品質を作り込むためには開発に関する知識を持ち

（前提知識），いつ，何をすればよいのか（プロセスの

定義と指針）を知り，計画的に作業を行うことが必要

である．さらにプロジェクトの制約（期間，人員等）

の範囲で良い結果を残せるかには知識と方法だけでは

なく実行する人間の意欲が大きく関わってくるため，

学生の課題取り組みへの意欲を向上させる因子が重要

である．目標達成の要因を表 1 のように分類し，4章

において，各因子に対する本実習における設定内容を

説明する．表 1 の「関係」に各因子に関わる項目を示

す．そして 5章において，目標達成に対し，これらの

因子がどのように関わっているかを考察し，本実習の

設計の有効性を議論する．

4. ソフトウェア開発実習の授業設計

4.1 前提知識の教育カリキュラム

実践的なソフトウェア開発実習を行うためには最低

限以下の項目について学習している必要がある．

– プログラミング基礎

– オブジェクト指向開発技術による分析・設計・プ

ログラミング（Java，UML）

– 開発プロセス（要求分析・システム分析・システ

ム設計・実装・テスト）とレビュー技術

– コミュニケーション

3年後期に行うソフトウェア開発実習の前提として，

上記の観点から下記のように授業を計画，実施してい

る．本実習の履修生は 1年次後期と 2年次前期に，C言

語の講義・演習各 2コマを，2年次後期に Java言語

の授業ならびに演習各 1コマを履修する．また，数名

を除いた学生がオブジェクト指向開発ならびに UML

（Unified Modeling Language）に関する講義 1 コマ

を 3年次前期に履修し，小規模な例題に関する要求分

析・システム分析・システム設計を行う．ただし，設

計書に基づいた実装とテスト計画ならびにテストの実

施については未経験である．これらの中から PBLの

前提となる特徴的な教育方法について下記に示す．
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表 2 年度別課題要因
Table 2 Factors for the subjects by the year.

• 2年次後期の Javaプログラミング演習

本演習では，課題プログラムを自動テストするテス

トプログラムを用いて，教員が学生 1人 1人に直接質

問しながらプログラムを評価する審査方式を取り入れ

ている6)，これにより，プログラムをテストすること

を教示し，プログラムの説明能力の訓練を行っている．

• 3年次前期ソフトウェア設計論における演習

本授業ではUMLによる要求分析からシステム設計・

実装までの講義を行い，演習として小規模な例題によ

る分析・設計を行う．ここで，他の学生が行った分析・

設計ドキュメントを評価することにより，レビュー技

術の学習を行っている．

• 3年次前期の応用プログラミング実習（授業時間

は 8コマ分）

本実習では 1つの課題に対して，インタフェースを

標準入出力から GUIへ変更する作業をテストケース

の定義とテスト実行を含めて段階的に学習することに

より，仕様変更におけるプログラムの変更容易性やテ

ストケースの妥当性について学習する．テスト実行の

際に 2人で 1組となり，テストケースとプログラムを

交換して，プログラムの理解やコミュニケーション能

力を養う．カリキュラムの都合上，2002年度は本授業

の代わりに，オブジェクト指向言語ならびに Javaに

よるプログラミング演習を実施した．また 2003年度

は本実習を半期すべて（28コマ分）実施している．

• 学科の共通科目におけるグループ学習
本学の総合科目「創る」やシステム工学演習では与

えられたテーマや学習課題に対してグループで問題解

決を行うグループ学習を実施している．これらの授業

を通して，学生はグループ学習におけるコミュニケー

ションを経験している．

4.2 課題の設定

ソフトウェア開発の対象には大きく分けてエンター

プライズ系と組み込み系のアプリケーションがある．

実習を始めるにあたり，2つの分野から，半期（3カ

月強）に複数人で開発が可能であり，ある程度の複雑

度を持つ課題を下記のように設定した．年度別の課題

設定の相違は表 2 に示すとおりである．

エンタープライズ系課題

A-1：販売管理システム（情報処理学会オブジェクト

指向シンポジウムでのモデリングの共通課題）

A-2：芝浦工業大学大宮校舎会議室予約システム（本

学において手作業で行われている会議室の予約管理

をシステム化するため，現状の手続きとシステムへの

要件を定義した．A-1に比べて，システム化の要件も

ユーザから獲得し，定義する必要がある）

組み込み系課題

B-1：自動販売機のロジックとシミュレータ（情報処

理学会オブジェクト指向シンポジウムでのモデリング

の共通課題にシミュレータの要件を追加した）

B-1’：B-1 と同じ要求であるが，ロジックとシミュ

レータを別々のグループで担当し，1つのシステムを

共同開発することとした．

B-2：LEGO MINDSTORMSのロボットを使用した

「荷物の自動搬送システム」（経済産業省，平成 17年

度産学協同実践的 IT教育促進事業「産学協同実践的

IT 教育基盤強化事業」に採択された「組み込みソフ

トウェア教育プログラム開発・実証」のテーマである．

ここでは実機を用いて行う組み込みシステムの開発の

現実的な問題点を解決する必要がある）

B-2’：B-2とはハードウェアおよび搬送路の制約，要

求されるサービス等のシステム要件が異なる．
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「販売管理システム」は企業の販売管理方法に関す

る知識が乏しいため，学生には理解が難しい点があっ

た．そこで，2004年度からはより身近な課題として

「芝浦工業大学会議室予約システム」を課題とした．こ

の課題では実際に本学で行っている業務をシステム化

することが目標であり，職員・教員・学生がシステムの

ユーザとなる．特に業務を遂行する職員に直接インタ

ビューを行うことで，実習中に顧客の要求確認も行え

るようにした．一方，自動販売機は日常的に利用して

いる機械であり，学生はこれが何をするものであるか

は熟知している．さらに，実際の内部の仕組みをメー

カの方から説明を受けることができるように計画した．

本実習ではこのように，身近でかつ社会的な有益性が

感じられる課題を設定した．

4.3 グループ構成

受講生は 2002 年度が 121 人，2003 年度が 66 人，

2004年度が 84人，2005年度が 69人，2006年度が

55人である．学生が各自課題の中から 1 つを選択す

る．その後 2002年度はくじ引きにより，課題 A-1を

15～17人，課題B-1を 11～12人の 9つのグループに

分けた．2003年度からは前期に実施した実習授業の成

績によって 9～10人のグループに分けた．2003年度は

7グループ，2004年度は 9グループである．2005年度

は課題 A-2が 6～7人で 4グループ，課題 B-1が 7～

8人で 3グループ，課題B-2が 5～6人で 3グループと

した．2006年度は課題A-2が 8人で 4グループ，課題

B-1が 8人で 2グループ，課題B-2’が 7人で 1グルー

プである．各グループにはリーダ 1人，サブリーダを

1から 2人おくこととした．その他の役割は各グルー

プで決定した．ただし，2002年度はメンバ数が多いた

め，分析段階ではサブグループで作業することとした．

4.4 開発プロセスの定義と指針

学生は前提知識の修得により，ソフトウェア開発の

流れ（フェーズ）の概要は知っているが，小規模なプ

ログラムしか開発したことがないため，具体的な作業

に基づいて 3カ月強の開発の見通しを立てることがで

きない．そこで，実習の目標を達成するためには，開

発プロセスを明示する必要がある．ここでの開発プロ

セスとはどのような作業を，何を目的として，いつ，

どのような順序で行い，何を成果とすればよいのかを

示すものである．

4.4.1 フェーズと成果物

本実習ではオブジェクト指向開発（UML，Java）を

ソフトウェア開発方法として用いる．開発プロセスは

要求分析，システム分析，システム設計，実装，テス

トの 5つのフェーズに分ける．各フェーズの目的なら

表 3 フェーズの目的と成果物
Table 3 Goals and products for each phase.

びに成果物は表 3 のとおりである．

各授業時間は 2 コマ（計 180 分）で，授業回数は

14回（2004年度より 15回）である．第 1回にグルー

プ編成およびガイダンスを，最終回に発表会（説明と

デモンストレーション）を行った．また，2003 年度

以降は授業終了後に最終検査（教員が用意した統合テ

ストケースについてテストする）を実施した．実質的

な作業期間は 2002，2003年度が 14週，2004年度が

15週であり，2005，2006年度は冬休みを含めて 17週

であった．

各フェーズは通常 3週間程度とし，各フェーズの終
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図 1 タスクのカテゴリ
Fig. 1 Category of tasks.

了時に表 3 の成果物を納品する．2006年度は開発目

標を 1期と 2期に分け，イテレーションを実施した．

4.4.2 タスクとタスクのカテゴリ

各フェーズの目標は表 1 の成果物を完成することで

ある．次にそれぞれのフェーズで行うべき作業のガイ

ドラインを定義する．ガイドラインでは，以下のよう

に開発プロセスの目標を詳細化し，各フェーズにおけ

る最終目標を達成するために行うべき作業「タスク」

を規定した．

タスクは図 1 に示すようにフェーズのはじめに行

う作業（方向付け），プロダクトを記述する作業（定

義），定義されたプロダクトに含まれる間違いや矛盾

を発見する作業（検査），修正された定義に基づいて

成果物を作成する作業（まとめ）の各カテゴリに分類

される．そしてフェーズは図 2 のように各カテゴリ

に属するタスクの列で構成される．「検査」としては

各仕様書のインスペクション7),8)とソースコードのテ

ストを義務づけた．

付録 1 に本実習におけるタスク一覧を示す．たと

えば，システム分析フェーズでは，システムの構成

要素と構成要素の役割を明確にするために，以下の

タスクを適宜組み合わせて作業を行う．「方向付け」

として要求分析フェーズで定義したユースケース記

述・概念モデルを用いてオブジェクトの抽出を行う．

「定義」として各ユースケースのシーケンス図の記述，

オブジェクトのステートチャート図の記述を行いなが

ら，オブジェクトの属性や操作を抽出しクラス図を

定義する．「検査」ではシーケンス図・ステートチャー

ト図・クラス図のインスペクションを行う．「まとめ」

によって表 1 の成果物を作成する．下線部が各カテゴ

リのタスクである．フェーズは「方向付け」⇒「定義」
⇔「検査」⇒「まとめ」といった構成になる．ここで
⇔ は繰返しを示している．また，オブジェクト指向

図 2 フェーズの構成
Fig. 2 Composition of a phase.

の特徴として前段のフェーズの成果物も修正され，と

もに進化していく．各成果物における整合性だけでな

く，複数の図間の整合性を保証する作業が「検査」で

ある．

各タスクにはその対象となる成果物の特性を測るた

めのメトリクスを導入する．客観的な計測結果をグ

ループ全体で共有して，作業状況の把握や問題点の

発見に利用する．さらに，タスクは学生自身が定める

具体的な作業から構成される．これをステップと呼ぶ

（図 2 参照）．高品質なプロダクトを作成するためには

プロセスを工夫することが必要である．タスクとして

規定された作業の目的を理解し，適切なステップによ

りタスクを実践することが求められる．

4.4.3 インスペクション

ソフトウェア開発において経験を積まないと分かり

にくいことの 1つは，定義したプロダクトの良し悪し

を判断することである．モデル記述言語で 1 つ 1 つ

のプロダクトを記述することはできるが，プロダクト

の完成度や，プロダクト間の整合性がとれていないた

めに，工程における大きな後戻りが発生することにな

り，このことがソフトウェア開発の現場における工程

遅延を生む原因となっている．インスペクションやレ

ビューはこのような問題を解決する 1つの手段である．

タスクの概念は 2004 年度より実習に導入されたが，

「検査」のタスクとしてインスペクションを導入した．

インスペクションの対象は各フェーズで「定義」さ

れるプロダクトである．インスペクションは個別のプ

ロダクトおよびその構成要素を対象とした閉じた検査

と，シーケンス図やステートチャート図を用いたクラ

ス図の検査のように別のプロダクトを利用した検査が

ある．本実習ではインスペクションを学生間で行う．

「定義」を行った学生が「依頼者」として複数人の「評

価者」に「検査」を依頼する．教員はインスペクショ

ンのガイドライン（インスペクションの種類ごとに検

査すべき項目とその内容および修正方針）を与える．
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図 3 作業モデル
Fig. 3 Work model.

たとえば，付録 2はシステム分析フェーズのインスペ

クションガイドラインである．

4.5 作業モデル

開発プロセスの定義に従い，図 3 の作業モデルを想

定する．作業は作業計画によって運営される．作業計

画は前述のタスクから作られる具体的な作業項目で構

成され，作業項目ごとに該当作業に関する議論および

データの共有が行われる．グループは週 1回以上作業

計画を更新し，各学生は作業項目ごとに週に 1回以上

の作業報告をする義務がある．

4.6 支援ツールとサポート体制

プロジェクトの目標を達成するためには 2章で述べ

た問題 ( 4 ) に対する取り組みが必須である．学生の

作業と教員の指導を支援するグループワーク支援シス

テムおよび教員と TAの役割について説明する．

4.6.1 グープワーク支援システム

我々は 4.4節および 4.5節で述べた開発プロセスお

よび作業モデルに基づき，グループメンバの作業を支

援するグループワーク支援システムを開発し，実習に

おいて運用している1)．本システムでは作業内容の報

告・各種連絡・議論および質問の場を提供することに

より，非同期型グループウェアにおけるアウェアネス

（協調作業者の作業状況，作業履歴等の認識）10) を実

現する．学生はこの場を通じて，授業時間以外にも情

報を共有し，他の学生の作業状況を知ることができる．

また，授業時間以外の作業を支援するために，学内外

を問わず，自由な時間にアクセスできる環境として本

システムを実現した．

本システムでは担当者および作業期間を定めた作業

項目に基づく定期的な作業報告，会議の議事録，掲示

板による議論，仕様書の書庫の 4 つの場を管理する

以下の機能をWebアプリケーションとして提供して

いる．

1© 個人情報管理（パスワード・連絡先）
2© 作業計画書の作成・更新・参照

図 4 作業報告書
Fig. 4 Work report.

3© 作業報告書の作成・更新・参照（図 4 参照）
4© ファイルのアップロード・ダウンロード

5© 掲示板の利用による連絡・議論
6© 議事録の利用による決定事項の確認

7© インスペクション報告
8© 教員・TAおよび管理者からの連絡

9© 教員・TAおよび管理者への質問・連絡

本システムは実習に参加するすべてのグループにグ

ループごとの場を提供している．学生は自グループの

場にのみ参加できるが，教員および TAはすべてのグ

ループの場を閲覧することができる．これにより，教

員および TAはつねに全グループの作業状況を把握す

ることが可能である．教員および TAは 8© において

履修者全員・特定のグループ・特定の個人を選択して

連絡を行うことができる．これにより，全体へのアド

バイス，グループへのアドバイスを適切に行うことが

可能である．また学生も 9© において個人としての質

問あるいはグループとしての質問を区別できることか

ら，情報の共有を状況に応じてコントロールすること

ができる．

4.6.2 教員と TAの役割

本実習は教員 2 人（2006 年度は 1 人），TA 2 人

（2004 年度は 4 人，2005 年度は 6 人，2006 年度は
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3人）で担当した．教員は本実習を遂行するのに必要

な資料（開発プロセスの説明，システムの説明，サン

プルプログラム等）を準備し，授業時間に簡単な全体

説明を行う．また，グループワーク支援システムを通

じて作業状況を把握し，システムを通じて随時コメン

トを行う．授業時間には各グループを訪問し，進捗に

応じてコメントおよび質問を受け付ける．

本実習は 2002年度より実施したため，学部 3年で

本実習を経験した大学院生が 2004年度より TAとし

て実習に参加している．2004年度よりTAをグループ

のアドバイザ（あくまで質問に答える役目であり，プ

ロジェクトマネージャではない）として 1つのグルー

プを担当させた．アドバイザはグループの状態だけで

なく，成果物についても責任を持ってアドバイスする

必要がある．この役割の目的は学生にとって教員より

身近な相談相手をおくこととTAの能力の養成である．

4.7 評価モデル

3章で述べたとおり，ソフトウェア開発実習プロジェ

クトをプロダクト（成果物），プロセス（実行の仕方），

グループメンバ（実行する人）のコラボレーションの

3つの要素で構成されるととらえ，これらの達成目標

に対してグループおよび個人の観点から評価を定義し，

重みづけを行い総合的にプロジェクトの評価を定義し

た2)．表 4 に示すとおり，プロジェクト評価モデルは

定義・達成目標・評価データ・評価基準・評価対象（個

人またはグループ）の各要素により定義する．

ここで「最終レポート」は実習の終了時に学生が本

実習の総括として提出するものであり，質問項目は以

下のとおりである．なお，（）内は 2005年度の各項目

の質問数である．

• 技術の理解度について（10）

• ソフトウェア開発に対する意識について（8）

• 各フェーズの実習内容について（18）

• グループワークについて（13）

• 実習の内容設定について（8）

• オブジェクト指向開発について（3）

• 実習に対する取り組みの自己評価（10）

「ログ」とは 4.6節で述べた支援ツールのログデー

タを指す．また，理解度確認テストでは自グループの

提出ドキュメント内のシーケンス図の読み方とクラス

図との整合性の確認方法を個別にテストした．

本実習は今年度で 5年目であり，これまで述べてき

た各要因に関して毎年実施内容の改善を行ってきた．

各フェーズの成果物および発表会はすべての年度で評

価したが，その他本実習で用いた評価データを年度別

に表 5 に示す．

表 4 評価モデルの構成要素
Table 4 Elements of project evaluation model.

5. 考 察

本章では本研究で提案した授業設計に基づく評価モ

デルについて議論した後，3章で述べた下記の 2つの

目標の達成度について要因との関連の観点から本実習

の有効性と問題点を最終レポートならびに成果物の評

価に基づいて述べる．

A) プロダクトの品質（機能性・使用性・保守性）の

作り込み

B) 履修者の知識（開発技術 + コミュニケーション

能力）の向上

5.1 関連研究との比較

最終レポートにおける質問「実習を行って，自分に

とって得るものはあったと思うか？」に対して，図 5

の結果が得られた．5年間を通じて約 91%から 95%の

学生が「得るものがあった」と答えている．ここで縦
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表 5 評価データ
Table 5 Evaluation data.

図 5 実習に対する満足度
Fig. 5 A feeling of satisfaction of students.

軸は回答者のパーセンテージを表している．本実習に

おいても，関連研究 3)～5)，12)～15)と同様に，体

験することの意義は確認された．

一方，これらの関連研究では 2章の ( 3 )で述べた評

価に関する報告がほとんどない．グループワークでは

グループの成果に対する評価は成果物やプレゼンテー

ション等で可能であるが，個人のグループワークへの

貢献度や理解度の評価についてはどの関連研究でも明

らかではない．文献 4)ではソフトウェア開発プロジェ

クトとは異なり，データ構造とアルゴリズムの教育に

グループ学習を適用している．このような場合には最

終段階でテストを実施して個人の理解度を評価するこ

とができるが，複雑なソフトウェア開発では開発に時

間がとられるため同時に長時間の試験時間をとること

が難しい．本実習における個人の確認テストや最終テ

ストは教員が質問文とその評価基準を定義し，TAと

分担して実施することで，短時間でテストを行うこと

ができた．本研究では実習の授業設計により評価モデ

ルを明らかにし，これにより個人評価をふまえた成績

評価を行うことが可能になった．

Hayesら11)の研究ではグループ作業におけるグルー

プおよび個人の評価に必要な 5つの項目について述べ

ている．本評価モデルでは，これらの項目はすべて含

んでいる（詳細は文献 2)を参照のこと）ことから，グ

ループ作業における個人の評価方法としては妥当であ

ると考える．

本実習では UML ツール（Jude）を利用した．文

献 3)，4)でも既存のケースツールを導入しているが，

習熟するのに時間を要し，使いこなせない場合がある．

また，あまり高度な機能は初心者には難しい．グルー

プワークの支援システムは文献 5)，15)と同様に独自

に開発した．本実習で用いたグループワーク支援シス

テムは 2002年度に本実習を経験した学生が卒業研究

で開発したものである．毎年，このツールを研究課題

とする学生が改善を行っており，本実習には不可欠な

ものである．しかし，継続的な改善および運営は学生

だけで行うには限界があり，大学内でのソフトウェア

開発支援体制が必要であると考える．

5.2 プロダクトの品質の評価

5.2.1 評価モデルの観点

表 6 は 2002年度から 2006年度のプロダクトの成

績分布である（点数は 100 点満点である）．「1～10」

が各グループの点数であり，「平均」は年度ごとのグ

ループの平均点である．グループの点数は，各フェー

ズのプロダクトの記述度合いや最終検査において，当

初予定した機能を正しく提供しているかという観点か

ら評価を行った結果である．本実習の目標である「使

用性」ならびに「保守性」の観点からは評価できる状

態にはなっていなかった．これらについては，高すぎ

る目標であった．

一方，「成績平均」は学生の取得平均点である．成績

分布ではグループワーク支援システムを導入して，作

業ログを収集した結果の成績の方が点数のばらつきが

生じていた．さらにプロダクトの個人評価を導入した

2005年度では理解度の低い学生が明確になっている．
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表 6 成績分布
Table 6 List of marks for the experiment.

実際に 2005年度に不合格になった学生は，確認と

最終の個人評価が平均点（61.5と 62.5）以下であり，

他のメンバの投票による貢献度加点もない．一方，不

合格者が 0人である 2006年度における同様の確認と

最終テストの結果の平均点は 84.3点と 80.9点であっ

た．表 6 に示すとおり，各年度の不合格者の大部分

が UMLに関する講義を未履修であった．UMLに関

する知識がないため，作業についていけず履修を放棄

した学生もいた．また，不合格者のいたグループはグ

ループ点も低く，未履修者のいることがグループ内で

の作業の足を引っ張っていたことがうかがえる．

2003年度の平均点が高いのは，4.1節で述べたとお

り，本実習の履修者すべてが受講した前提となる 3年

前期の応用プログラミング実習の時間が他の年度に比

べて 3倍強あったことが理由として考えられる．この

実習では「オセロゲーム」を題材に GUIを含めたオ

ブジェクト指向の特徴を生かした Javaプログラミン

グを十分な時間をかけて学習することができた．一方，

2006年度はUMLに関する講義の未履修者がいなかっ

たことが点数の高い理由として考えられる．これらの

ことから，前提知識（要素技術の教育およびプロセス

要因におけるプロセスの指針に対する理解）の反復学

習は重要であり，今後も改善を考えていきたい．

なお，ここで「比率」はグループ得点と個人得点の

比率である．2003年度と 2006年度はプロダクトの平

均点がほぼ同じであるが，学生の平均点は 2003年度

の方が低い．また比率から見ると，2003年度はグルー

プの点数で評価が上がった学生が多いが，2006年度は

個人評価の比率が高いにもかかわらず成績の平均が高

いのは個人の努力も十分にあったことが推測される．

このような学生の成績は教員および TAによるグルー

プメンバの授業時の作業観察結果とも合致している．

5.2.2 課題設定の観点

最終レポートの質問「課題は実習の題材として適切

であったか？」に対しては図 6 の結果となった．プロ

セスの指針が明確になった 2004年度以降の方が，「大

変難しい」と感じる学生が幾分減少している．

図 6 課題の難易度
Fig. 6 Difficulties of the subjects.

これまでの実習における成果物の内容に関しては以

下の問題点があると考える．課題 A-1，A-2および課

題 B-1はソフトウェアのみで実現するため，モデルの

切り分けが分かりにくい．たとえば，課題 A-1，A-2

はWebアプリケーションであるため，学生の関心は

JSP，ServletによるWebベースGUIとデータベース

接続に向き，本質的に重要な販売管理や会議室の予約

ロジックを十分に分析できないことが多かった．課題

B-1ではシミュレータは課題 B-2のような実機ではな

くソフトウェアであることから，自動販売機を構成す

るハードウェア部品をクラスとしてモデルを構築する

ことはできるが，シミュレータとその制御ロジックを

切り分けて分析することができていなかった．2004年

度には，要求分析を共通に行い，システム分析からシ

ミュレータと制御ロジックを異なるグループにより開

発させることを試みたが，ハードウェア部品のクラス

群を中心として制御とシミュレータのモデルができる

のではなく 1つのクラスを介して情報をやりとりする

モデルになっていた．1つの課題を複数のグループの

共同開発によって開発することは，結局互いのシステ

ムの刷り合わせに時間をとられ，柔軟なモデルを作成

することができず，品質の向上には効果がなかった．

2005年度からはドメインチャート（図 7 は課題 A-2

のドメインチャート）をはじめに提示することで，実

装技術に引きずられないモデリング，組み込みである

ことを明示できるモデリングを行うことを示唆した．
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図 7 ドメインチャート
Fig. 7 Domain chart.

一部を除いてはモデルに改善の様子が見られた．

2005年度の課題 B-1（LEGO MINDSTORMS の

ロボットを使用した「荷物の自動搬送システム」）は前

述のとおり「組み込みソフトウェア教育プログラム開

発・実証」のテーマで採択されたものである．2002年

度から課題 B-1 により組み込みソフトウェア教育の

試みを実施してきたが，実機を使用することはなかっ

た．そこで，この課題により，組み込みソフトウェア

開発教育の改善を行うこととした．しかし，課題設定

が他の課題 A-2，B-1に比べ単純であったことも影響

して，学生はハードウェアや走行路を固定されたもの

ととらえて，ソフトウェアのみでシステムへの要求を

満たそうとしたため，本来の組み込みソフトウェアの

モデルとしては柔軟性がなく不十分であった（実際に

分析・設計モデルを十分構築しなくてもプログラムが

できてしまうため，モデルは形式的な提出物でしかな

かった）．そこで，追加の仕様変更を行うことにした

が，1つのグループは走行路に工夫を行い，うまい解

決策を見つけることができたが，プログラムの大幅な

変更を余儀なくされた．2006年度は課題 B-1の内容

をハードウェア・走行路・ソフトウェアの協調的なモ

デル化が可能なものに改善して実施し，他の課題と同

程度の複雑度を持つ課題とすることができ，分析・設

計モデルも十分検討された．

5.2.3 開発プロセスの観点

本項では学生が開発プロセスをよく理解して実践す

ることによりプロダクトの品質が向上したかについて

考察する．最終レポートにおいて，開発プロセスに対

する理解について下記の 4つの質問を行った．以下は

2005年度および 2006年度の回答結果である．

( 1 ) 開発プロセスにおいては，フェーズ・フェーズ

の段階を表すカテゴリ・フェーズを構成するタスク，

タスクを構成するステップ，タスクにおけるメトリク

ス，インスペクション項目がある．これらの概念を理

解して作業を行っていたか？

十分理解していた（3%，5.4%），ある程度理解していた

（58%，59.1%），どちらともいえない（22%，31.9%），

あまり理解していない（17%，1.8%），まったく理解

していない（0%，1.8%）

( 2 ) 理解できなかった概念はどれか？（複数選択可）

a. フェーズ（3%，1.2%）

b. フェーズの段階を表すカテゴリ（13%，8.5%）

c. フェーズを構成するタスク（8%，7.3%）

d. タスクを構成するステップ（14%，17.1%）

e. タスクにおけるメトリクス（46%，47.6%）

f. インスペクション項目（9%，9.8%）

g. なし（9%，8.5%）

( 3 ) 実習終了後，これらの概念に対する理解，すな

わち，ソフトウェア開発プロセスに関する理解（何を

いつ，何のために行うのか）は深まったか？

強くそう思う（8%，23.2%），そう思う（83%，69.8%），

どちらともいえない（8%，9.6%），そう思わない（0%，

3.6%）・まったくそう思わない（0%，0%）

( 4 ) ソフトウェア開発プロセスに関する理解が深まっ

たと思う人（上記の質問で「強くそう思う」「そう思

う」と回答した人）はその理由は何か？（複数選択可）

a. 各フェーズにおけるタスクが規定されていたから

（16%，16.7%）

b. タスクのメトリクスが規定されていたから（8%，

5.2%）

c. タスクがカテゴライズされていたから（10%，

10.3%）

d. インスペクションを行ったから（16%，20.1%）

e. 3カ月の開発を経験したから（31%，26.4%）

f. 作業計画書はタスクに基づいて作成する必要があっ

たから（11%，9.8%）

g. 作業報告書はメトリクスの値を報告する必要があっ

たから（2%，3.4%）

h. 作業報告書では作業ステップを報告する必要があっ

たから（6%，17.5%）

質問 ( 4 )の回答にもあるように，3カ月の開発経験

はソフトウェア開発への理解を深めたと考えられる．

タスクの導入やインスペクションの実施も理解を深め

る一因となったと考える．また，開発プロセスの定義

に関してもメトリクス以外はある程度理解ができ，こ

れらの概念に対する意識が出てきたように見受けられ

るが，タスクのメトリクスに関しては指導が不十分で

あった．

タスクの導入の効果

作業状況から判断して，個人あるいは数人でコー
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ディングするのではなく，実装・テスト段階での分担

作業および助け合いが実施できたグループの割合は，

2002年度 1/9（グループ数比）に対し，2003年度は

4/7，2004年度 8/9，2005年度は 7/10，2006年度は

6/7であった．タスクの概念を導入した 2004年度以

降の方が，良い結果が得られていると考える．これは

タスクの導入により，作業計画を漠然とではなく，作

業すべき内容と順序・担当者を考慮して考えられるよ

うになったために，メンバのプロジェクトに対する自

覚ができてきたのではないかと思われる．

インスペクションの導入の効果

2004 年度からはインスペクションという作業を義

務付け，各フェーズ終了時にはドキュメントの確認方

法をグループごとにコメントした．上記の回答にも見

られるようにインスペクションを意識して行っている

学生も見られたが，ガイドラインに従った妥当な指摘

が必ずしも行われていない．これは，UMLに関する

知識不足に起因する．インスペクション支援ツールで

蓄積されたデータ（2005年度指摘数 312，2006年度

355）のうち，妥当な指摘の割合は 2005年度が 44%，

2006 年度が 66%であった．2005 年度はシステム分

析フェーズ終了時に行った整合性に関する理解度確認

テストにおいて，100点満点で 80点以上が 32%，60

から 80点が 26%，60点未満が 42%であった．一方，

2006年度は 80点以上が 67%，60から 80点が 31%，

60 点未満が 2%であった．結果に大きな差があるが，

1つの原因はグループ総数（2005年度は 10グループ，

2006 年度は 7 グループ）にあると考えられる．7 グ

ループの場合には 2 コマの授業時間内に直接対話し

ながらコメントをすることが可能であったが，10 グ

ループの場合には時間内には実施できなかった．その

場合には，次の時間に回すか，掲示板によるコメント

となり，フォローが十分でなかったことも適切なイン

スペクションを行えず，プロダクトの品質に影響を与

えたと考える．一例ではあるが，UMLに関して比較

的深い知識を持った学生がインスペクションにおける

「評価者」の役割を専門に引き受けていたグループが

あった．確かに指摘内容は妥当なものが多かったが，

指摘された側も十分に理解できないと結果には反映さ

れない．

イテレーションの導入の効果

2006年度はたとえば課題 A-2では第 1期開発とし

て「CUI + ファイルベースの会議室予約システム」

を開発し，第 2 期開発として「Web ベース GUI +

（DB | ファイルベース + 排他制御）の会議室予約シ

ステム」を開発するという計画で実習を行った．最終

レポートの質問「本実験を第 1期開発と第 2期開発に

分けて行った結果であてはまるものを複数回答せよ．」

に対しては以下の回答があった．

a. 対象システムに対する理解が深まった（22.1%）

b. 作業に対する理解が深まった（21.3%）

c. 作業計画が立てやすくなった（16.9%）

d. 作業時間を短縮できた（2.2%）

e. システムの品質が向上した（14.7%）

f. 何もメリットはなかった（4.4%）

g. 作業が 2度手間になり分かりにくかった（15.4%）

h. システムの品質が低下した（2.9%）

このように，繰り返し開発を行うことは，理解を深

めるために役立っているようである．実際には，第 1

期の開発がテストにより十分でなかったため，完全に

第 2 期の目標を達成できないグループがほとんどで

あった．しかし，第 1期の開発で，会議室の予約に関

するロジックを十分開発できたため，機能的には良い

システムとなったといえる．問題が複雑である場合に

は，どこを優先すべきかを考慮して，段階的な開発を

指導する必要があると考える．

開発プロセスの定義および指針においてタスク・イ

ンスペクション・イテレーションはプロダクトの品質

向上を意識させるという観点からは有効であった．し

かし，これらの概念の理解は十分ではない．

5.2.4 グループ構成の観点

最終レポートの質問「グループの人数は適当であっ

たと思うか？」に対する回答は表 7 のとおりである．

本実習は選択必修科目であることから，受講生の人

数を制限することができない．年度ごとに人数の変動

があるが，これまでの経過からグループとして活動で

きる人数は 8 人程度までであると考えられる．実際

には 5から 6人くらいが適切であるかもしれないが，

グループ数が増大するために各グループに均等に教員

からのフィードバックを与えることが難しい．また，

2002年度はグループの人数が多かったこともあり，最

終的にグループとして活動できたグループは 1グルー

プのみであった．2003年度以降は前期の別の実習の

成績によってグループ編成を行ったが，5.2.3 項で述

表 7 グループ人数
Table 7 Validity of the number of group members.
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表 8 オブジェクト指向技術の理解度
Table 8 The Degree of understanding for method and languages.

べたとおり，これによりまったく機能しないグループ

はほとんどなかったと考える．表 7 の回答からは学

生自身はグループ人数に対して「適切である」と考え

ているように思われる．「適切ではない」という理由

には「知識の不足から実際に作業できない人がいるた

め，少数でよい」といった意見があり，ここでも前提

知識の影響が出ている．

教員からのプロダクトに関するフィードバックは重

要であり，毎時間直接学生の反応を見ながらコメント

できることが問題を早期に解決するためには望ましい．

そこで，グループの人数は 10人以上でなければ，グ

ループ数によって構成を決めた方がよい．

5.2.5 グループワーク支援システムの観点

グループワーク支援システムの 1グループあたりの

使用状況平均数（掲示板投稿数・ファイルアップロー

ド数・作業報告数）は，2003年度が（122・135・183），

2004年度が（349・287・440），2005年度が（99・398・

188），2006年度が（184・403・326）となっている．

グループ単位で見ると使用頻度にはかなりの差が出て

おり，グループの作業の進め方には違いがあるが，コ

ミュニケーションツールとしては十分機能していると

考える．本システムがなかった 2002年度は 5.2.3項

で述べたとおり，個人あるいは数人でコーディングす

るのではなく，実装・テスト段階での分担作業および

助け合いが実施できたグループは自力でサーバを構築

し，掲示板を利用した 1グループのみであった．その

他のグループは直接話し合える数人でのみ開発すると

いう結果になった．しかし，支援システムを通じての

連絡では「連絡を確認しない人がいる」といった問題

も生じ，結局は個々の学生の参加意欲を高めなければ

ならない．

5.3 知識の向上に関する評価

本実習により，オブジェクト指向開発技術に関する

知識やコミュニケーション能力が向上したかは客観的

には測ることはできない．開発プロセスに関する理解

については 5.2.3項で述べたとおりである．

最終レポートにおいて，オブジェクト指向開発方法・

モデリング言語（UML）・プログラミング言語（Java）・

ライブラリ等について，実験前（実験後）にどの程度

理解していたか？（理解しているか？）という質問を

行った．表 8 はこの回答結果である．ここで，回答は

以下の 5段階である．

a. 十分理解していた（いる）

b. ある程度理解していた（いる）

c. どちらともいえない

d. あまり理解していなかった（いない）

e. まったく理解していなかった（いない）

この回答からは表 8 において太字で示したように，

学生は実験前に比べて実験後は理解が深まったという

意識を持っている．しかし，ライブラリ等授業では十

分な指導がなく自力で学習する必要があった技術に関

しては，全員が実際に使用することもなかったため，

終了後にも理解していない学生が多いと思われる．

最終検査は 2003 年度から実施しているが，2003，

2004 年度はグループを対象として，個別の検査は行

わなかった．グループを対象とする場合には，主にリー

ダが説明するか，実際にプログラムを作成した学生が

質問に答えることが多かった．グループによってはす

べてのメンバが適宜答えることもあり，コミュニケー

ションがうまく行われていることが分かった．2005年

度からは，確認テストと同様に TAと分担して，教員

が決定した質問を個別に行った．学生のシステムに対
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する理解の程度がよく分かったが，教員がすべての学

生の理解度を直接把握することができないという問題

もある．TAから詳細な報告は受けるが，TA自身の

評価者としての能力もさらに養う必要がある．

知識の向上には学生の学習意欲が大きく関わる．確

認テストのような個人の評価を導入することで，学生

の実習への参加意欲の高まりが見受けられた．

5.4 オブジェクト指向開発の教育

最終レポートの質問「オブジェクト指向開発はソフ

トウェア開発に役立ったと思うか？」に対しては 89%か

ら 97%の学生が「役立った」と回答している．「役立っ

た」理由としては，分析・設計・実装のつながりによ

りシステムに対する理解が深まったことや，作業分担

が行えたこと等をあげている．「役立たなかった」と

回答した理由は，「前提としている授業を履修してい

なかったため，役立てるに至らなかった」というもの

であった．

また 3年前期の応用プログラミング実習ではインタ

フェースを規定した仕様変更が容易なモデルに基づく

プログラミングの訓練を行っているが，このときのや

り方を今回の実習でも適用できると考え，実践した学

生がいた．オブジェクト指向でのモデリングは仕様変

更や再利用によってその利点が理解できることから，

実習でのヒントとなる授業を設計する必要がある．本

実習をソフトウェア工学教育のターゲットとして，1年

次からの授業全体に開発プロセスやオブジェクト指向

技術のポイントを取り入れた授業設計を行うことが望

ましい．本実習の結果をふまえて検討を行っている．

6. ま と め

2002年度から改善を行いながら，ソフトウェア開発

実習を行ってきた．ソフトウェア工学の理論を理解す

るためには，実践が不可欠である．しかし，本稿で述

べたように，実践には 1年次からのカリキュラムを含

めた入念な授業設計，支援環境と TAの育成を含めた

サポート体制の強化が必要である．本実習で使用して

いるグループワーク支援システムは本実習の履修生が

考案し，実習における支援を実現するために毎年 2人

の学生が卒業研究として取り組んでいる．また，実習

の経験を就職活動に活かす学生も多いと聞いているこ

と等から，1回目の経験としては本実習の試みは成功

していると考える．しかし，技術的には未熟であり，

本実習を行った学生からは「もう 1回やれば，もっと

うまくできる」という感想をよく聞くことからも，プ

ロダクトの品質の向上のためにはさらなる改善が必要

である．以下に，5年間の実習で得られた結果をまと

め，今後の改善について述べる．

課題要因に関して

• 課題は複雑度が低いと分析・設計を怠ってプログ
ラムだけが完成し，変更要求への対応が難しくなる．

課題要因の「リアリティ」ならびに「要求の難易度」

は「中」以上にすべきである．ただし，自力で学習し

なければならない技術がある場合に，学生が本質的な

ロジックをきちんと分析せずに，その学習に時間をと

られすぎる場合がある．この場合には，2006年度に

実施したように開発プロセスに段階を設け，第 1期に

はロジックの確立を目標に開発を行わせるといったプ

ロセスの「定義」や「指針」で対処するのが良い．

プロセス要因に関して

• 1 つの課題を 2 つのグループで共同開発するこ

とは複雑なプロジェクトの初心者には難しい．結局は

2倍のメンバで開発することになり，効果的ではない．

• タスクの導入は作業すべきことを明確にすること
で，効果があった．しかし，オブジェクト指向の学習

には繰返しが必要である．たとえば，オブジェクト指

向の特性である上流工程から下流工程までの機能要求

のトレーサビリティを学習するためには，先行する授

業において，インスペクション指針にあるような整合

性に関する知識を習得させることを「前提知識」とし

て繰り返し教育すべきである．トレーサビリティを理

解しているメンバが多くなれば，妥当な指摘を行うこ

とができ，インスペクションの効果はあがると考えら

れる．

人的要因に関して

• 最終レポートの質問「グループワークでは何が難
しかったか」に対して，多くの学生が，「理解してい

ないメンバの影響で作業が進まない」ことを問題とし

ていたことからも，人的要因が全体に与える影響は大

きい．2006年度は実習を独立した 2つの授業に分け，

教員が分担し，前提条件となる授業を履修しているか

否かにより履修学生を振り分けたため，結果としては

プロダクトの完成度が高かった．また，これまでに比

べて均等にコメントする時間がとれるようにもなり，

学生への教員からのフィードバックが充実したことも

影響していると考えられる．

• グループ数は授業時間内に全グループに対して直
接コメントできる数が望ましい．履修者数にも依存す

るが，7グループが限度であると考える．

• 本実習を経験した学生を TAとして採用し，アド

バイザの役割を与えた．このことは反復学習という意

味でもTAにとっての良い学習の場となっている．2年

目にはさらに積極的なアドバイスを行っていることが
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見てとれる．人にもよるが，受講している学生にとっ

ても気軽に相談できる存在になっている．

• 個人評価を明確にしたことで学生の参加意欲が向
上し，グループワークへの良い影響が見られた．

技術力の向上には学生の学習意欲の向上と実習によ

る達成感を得ることが重要である．以上の結果をふま

え，今後は以下の改善を行いたいと考える．

技術的な未熟さを補うために，前提知識のカリキュ

ラムにプロセス要因の「指針」に関する反復的学習

を取り入れる．また，現在前提授業における学習をサ

ポートする支援ツールを検討中である．これらによ

り，全体の知識レベルの向上を図る．一方，可能であ

れば，前提科目を必修とすべきである．前提科目を履

修していない学生が実習を履修する場合には，同じグ

ループに配属しないといった配慮が必要である．これ

らにより，前提知識をそろえ「習っていない」という

学生をなくし，個々の学生の学習意欲を向上させたい

と考える．

謝辞 本実習の履修生である芝浦工業大学システム

工学部電子情報システム学科の皆様と TAの皆様およ

びグループワーク支援システムの開発に携わったソフ

トウェア工学研究室のメンバ諸氏に感謝いたします．
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